
（平成２４年７月１９日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認広島地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 5 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 3 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 9 件

国民年金関係 5 件

厚生年金関係 4 件



広島国民年金 事案 1399 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成６年 12 月から７年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 43年生

住        所 ：  

 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 平成６年 12月から７年３月まで 

私は、婚姻後、社会保険事務所（当時）から未納期間（申立期間）がある

と通知が届いたので、夫と一緒に社会保険事務所に行き、保険料を納付した

にもかかわらず、未納になっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は４か月と短期間であり、申立人は、申立期間を除く国民年金被保

険者期間の国民年金保険料を全て納付している上、婚姻後、国民年金第３号被

保険者への切替えも適切に行うなど、申立人の保険料の納付意識は高いことが

認められる。 

また、申立人は、「婚姻後、社会保険事務所から未納期間があると通知が届

いたので、夫と一緒に社会保険事務所に行き、保険料を納付した。」と主張し

ているところ、申立人の婚姻の時点（平成７年５月）では、申立期間の保険料

は過年度保険料となるが、時効は到来しておらず、納付することは可能であり、

申立内容に不自然さはみられない。 

さらに、申立人は、申立期間に係る保険料納付額について、「はっきり覚え

ていないが５万円ぐらい納付したように思う。」と供述しており、申立期間の

保険料額とおおむね一致している。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



広島国民年金 事案 1400 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成７年８月から８年２月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 25年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 平成７年８月から８年２月まで 

私は、会社を退職して厚生年金保険の被保険者資格を喪失した時には、き

ちんと国民年金に加入しており、申立期間についても厚生年金保険から国民

年金への切替手続をし、役所から送られてきた納付書で夫の国民年金保険料

と一緒に納付していた。しかし、申立期間について夫の記録は納付の記録と

なっているが、私の記録は未加入とされており、納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は７か月と短期間であり、申立人は、申立期間を除く国民年金加入

期間について、国民年金保険料を全て納付している上、厚生年金保険の被保険

者資格を喪失した後の国民年金への加入手続を適切に行っていることがうか

がわれることから、申立人の保険料の納付意識は高かったものと認められる

また、オンライン記録によると、申立期間は国民年金の未加入期間とされて

いる一方、申立人が所持する国民年金手帳には、「国民年金の記録」欄に申立

期間が強制加入期間として記載され、町役場の確認印が押されていることから

当時、行政側の記録管理が適切に行われていなかったことがうかがわれる。 

さらに、申立人は、申立期間における国民年金保険料を夫の保険料と一緒に

納付したとしているところ、オンライン記録により、申立人及び申立人の夫の

保険料の納付日を確認すると、納付日はほとんど同日であり、申立人及び申立

人の夫が保険料を一緒に納付していた状況がうかがわれることから、申立人の

主張に不自然さはみられない。 

 その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

。 

、

 



広島厚生年金 事案 2517 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

昭和 41年 12月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を２万 8,000円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 16年生

住        所 ：  

 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 41年 11月 30日から同年 12月１日まで 

私は、Ｂ社に在職中、昭和 41年６月１日から同年 11月 30日まで、グル

ープ会社のＡ社に派遣され、その後、Ｂ社へ戻るなどして継続して勤務して

いたのに、申立期間の厚生年金保険加入記録が欠落しているので、調査の上、

記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る雇用保険の被保険者記録及びＡ社の後継会社からの回答等に

より、申立人は、申立期間当時、Ｂ社及びそのグループ会社に継続して勤務（昭

和 41年 12月１日にＡ社からＢ社に異動）し、申立期間の厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 41

年 10月の社会保険事務所（当時）の記録から、２万 8,000円とすることが妥

当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は保険料を納付したとしているが、これを確認できる関連資料及び

周辺事情は見当たらず、事業主が資格喪失日を昭和 41年 12月１日と届け出た

にもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年 11月 30日と誤って記録するこ

とは考え難いことから、事業主が同日を厚生年金保険の資格喪失日として届け

その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年 11 月の保険料について納入

、



の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後

に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、

事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと

認められる。 



広島厚生年金 事案 2521 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされ

ている。 

しかしながら、申立人は、申立期間の全ての賞与において厚生年金保険料を

事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を

取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（以下「特例法」という。）に基づき、申立人のＡ社における申立期間の標準

賞与額に係る記録を、平成 19 年７月 20 日は 30 万円、同年 12 月 20 日は 38

万円、20 年 12 月 20 日は 35 万 2,000 円、21 年７月 20 日は 33 万円及び同年

12月 20日は 38万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 49年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： ① 平成 19年７月 20日 

         ② 平成 19年 12月 20日 

         ③ 平成 20年 12月 20日 

         ④ 平成 21年７月 20日 

         ⑤ 平成 21年 12月 20日 

私が勤務するＡ社は、申立期間に係る賞与支払届を年金事務所に提出した

が、２年以上経過していたため厚生年金保険料は時効により納付できず、私

の記録訂正後の賞与額は年金の給付に反映されないこととなる。申立期間に

係る賞与から厚生年金保険料は控除されていたので、年金給付に反映される

よう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間に係る標準賞与額は、保険料の徴収権が時効により消滅し

た後に、当該期間の賞与支払届が提出され、これに基づき記録されたところ、



厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、当該保険料に係る被保険者であっ

た期間に基づく保険給付は行われないとされている。 

申立期間①から⑤までについて、事業主から提出された賃金台帳により、申

立人は、当該期間において、事業主から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂

正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生

年金保険料額及び申立人の賞与支払額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲

内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定すること

となる。 

したがって、申立人の申立期間に係る標準賞与額については、賃金台帳の賞

与支払額及び厚生年金保険料額から、平成 19年７月 20日は 30万円、同年 12

月 20 日は 38 万円、20 年 12 月 20 日は 35 万 2,000 円、21 年７月 20 日は 33

万円及び同年 12月 20日は 38万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否

かについては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主

が申立期間当時に賞与支払届を提出していなかったとして新たに届出を行っ

ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞

与額に基づく厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



広島厚生年金 事案 2522 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされ

ている。 

しかしながら、申立人は、申立期間の全ての賞与において厚生年金保険料を

事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を

取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（以下「特例法」という。）に基づき、申立人のＡ社における申立期間の標準

賞与額に係る記録を、平成 19年７月 20日は 26万円、同年 12月 20日及び 20

年 12月 20日は 28万円、21年７月 20日は 27万 5,000円、同年 12月 20日は

28万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 33年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： ① 平成 19年７月 20日 

         ② 平成 19年 12月 20日 

         ③ 平成 20年 12月 20日 

         ④ 平成 21年７月 20日 

         ⑤ 平成 21年 12月 20日 

私が勤務するＡ社は、申立期間に係る賞与支払届を年金事務所に提出した

が、２年以上経過していたため厚生年金保険料は時効により納付できず、私

の記録訂正後の賞与額は年金の給付に反映されないこととなる。申立期間に

係る賞与から厚生年金保険料は控除されていたので、年金給付に反映される

よう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間に係る標準賞与額は、保険料の徴収権が時効により消滅し

た後に、当該期間の賞与支払届が提出され、これに基づき記録されたところ、



厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、当該保険料に係る被保険者であっ

た期間に基づく保険給付は行われないとされている。 

申立期間①から⑤までについて、事業主から提出された賃金台帳により、申

立人は、当該期間において、事業主から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂

正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生

年金保険料額及び申立人の賞与支払額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲

内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定すること

となる。 

したがって、申立人の申立期間に係る標準賞与額については、賃金台帳の賞

与支払額及び厚生年金保険料額から、平成 19年７月 20日は 26万円、同年 12

月 20日及び 20年 12月 20日は 28万円、21年７月 20日は 27万 5,000円、同

年 12月 20日は 28万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否

かについては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主

が申立期間当時に賞与支払届を提出していなかったとして新たに届出を行っ

ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞

与額に基づく厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

 

 



広島国民年金 事案 1395 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 45年 10 月から 46年７月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 25年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 45年 10月から 46年７月まで 

私の母は既に死亡し、詳しいことは分からないが、母が、「お前の国民年

金保険料は私が納めているから。」と話していたことを覚えている。このた

め、私の国民年金保険料は、私が 20 歳になったときから納付されていると

思っているが、申立期間が未納の記録となっているので、調査の上、記録を

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金手帳記号番号払出管理簿におけ

る申立人の前後の任意加入被保険者の資格取得日等から、昭和 46 年８月頃に

Ａ町（現在は、Ｂ市）で払い出されたと推認できる上、Ａ町の申立人に係る国

民年金被保険者名簿によれば、申立人は同年８月 15 日付けで初めて被保険者

資格を取得していることが確認できることから、申立期間は未加入期間であり、

制度上、国民年金保険料を納付することができない。 

また、申立人は、申立期間当時、継続してＡ町に居住していることから、Ａ

町が申立人に対して複数の国民年金手帳記号番号を払い出したとは考え難い

上、オンライン記録等による検索によっても、申立人に別の手帳記号番号が払

い出された形跡は見当たらない。 

さらに、申立人は、国民年金への加入手続及び保険料の納付に直接関与して

いない上、申立人の国民年金への加入手続を行い、保険料を納付していたとす

る申立人の母親は既に死亡していることから、申立期間の国民年金の加入手続

及び保険料納付の状況等については不明であり、このほか、申立人の母親が申

立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書

等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情



も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



広島国民年金 事案 1396 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 37年 10 月から 40年５月までの期間及び 41年９月から 47年

７月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めること

はできない。 

 また、申立人の昭和 40年６月から 41年８月までの期間及び 47年８月から

61 年３月までの期間の国民年金保険料については、還付が必要であると認め

ることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 14年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： ① 昭和 37年 10月から 40年５月まで 

② 昭和 40年６月から 41年８月まで 

         ③ 昭和 41年９月から 47年７月まで 

         ④ 昭和 47年８月から 61年３月まで 

私は、制度発足当初から国民年金に加入したが、当時は母親が私に代わっ

て保険料を納付してくれていた。 

その後、私は、昭和 40 年６月にＡ市からＢ市に転居し、会社に勤務して

同年同月から 41年８月まで厚生年金保険に加入したが、47年８月に夫と一

緒に国民年金に加入し、61 年４月に第３号被保険者となるまでは保険料を

納付していた。 

他方、Ａ市に住んでいた兄からは、私がＢ市に転居した後も母親がＡ市で

私の国民年金保険料を納付し続けており、母親が亡くなった後は、兄が納付

してくれていたと聞いた。 

これらのことから、申立期間①が未納の記録となり、申立期間③が未加入

の記録となっていることに納得がいかない。 

また、申立期間②は厚生年金保険の加入期間であり、申立期間④は私が国

民年金保険料を納付した記録となっているが、上述のとおり、亡くなった母

及び兄が、昭和 61 年３月までは、別途、国民年金保険料を納付してくれて

いたはずであるので、当該期間については保険料を還付してほしい。 

 



第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、平成 11 年９月に基礎年金番号に統合さ

れるまでは、昭和 36年２月頃にＡ市で払い出されたものと、47年９月にＢ市

で払い出されたものの二つが併存していたところ、申立ては、前者の手帳記号

番号に関して、61 年３月までＡ市で申立人の母親及び申立人の兄により保険

料が納付され続けていたので、納付した記録となっていない申立期間①から④

までの保険料について納付を認め、このうち厚生年金保険の加入期間と重複す

る期間（申立期間②）及び後者の手帳記号番号で国民年金保険料を納付した期

間と重複する期間（申立期間④）に係る保険料については還付してほしいとす

るものである。 

 しかしながら、昭和 36 年２月頃にＡ市で払い出された申立人の国民年金手

帳記号番号に係る国民年金被保険者台帳には、申立人が 39 年７月１日付けで

「不在被保険者」とされ、41 年４月１日付けで「市町村管理不要」とされた

ことが確認できるが、その後、これらの取扱いが解消等された記録は無く、こ

のような状態のまま申立人の保険料がＡ市で納付し続けられたとは考え難い

また、申立人は、昭和 36 年２月頃にＡ市で払い出された申立人の手帳記号

番号に係る保険料納付に直接関与していない上、当該保険料納付を行ったとす

る申立人の母親及び申立人の兄は既に死亡していることから、申立期間当時の

当該保険料の納付の状況は不明である。 

さらに、申立人が所持する２冊の年金手帳の記載内容及びＢ市の申立人に係

る国民年金被保険者名簿における納付記録等は、オンライン記録と一致してお

り、不自然な点は見当たらない。 

このほか、申立人の母親及び申立人の兄が、申立てに係る保険料を納付して

いたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに当該保険料

を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が、申立期間①及び③の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。 

また、申立人の申立期間②及び④に係る国民年金保険料については、還付が

必要であると認めることはできない。 

  

。 

 



広島国民年金 事案 1397 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 54年６月から 57年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 34年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 54年６月から 57年３月まで 

私は 20 歳の時に、両親から国民年金への加入を勧められたが、当時、私

は学生だったので、代わりに母親が国民年金の加入手続を行い、その後の保

険料を納付してくれた。 

私は、大学卒業後に共済組合に加入したので、母親から、「国民年金保険

料を納付しなくてよくなった。」と聞いた記憶もあり、申立期間の納付記録

が無いことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金手帳記号番号払出簿により、昭

和 63 年２月８日に社会保険事務所（当時）からＡ市Ｂ区へ払い出されている

ことが確認できる上、申立人から提出された年金手帳により、申立人は同年４

月１日に初めて国民年金被保険者資格を取得していることが確認できること

から、申立期間は未加入期間であり、制度上、国民年金保険料を納付すること

ができない。 

また、オンライン記録等による検索を行っても、申立期間当時、申立人に対

し別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらない。 

さらに、申立人は、申立期間における国民年金の加入手続及び保険料の納付

に直接関与していない上、申立人の母親は、「申立人の国民年金への加入手続

及び保険料の納付については、よく覚えていない。」としていることから、申

立人の申立期間当時の国民年金の加入状況及び保険料の納付状況等は不明で

ある。 

このほか、申立人の母親が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付したこ



とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



広島国民年金 事案 1398 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 21年９月及び同年 11月の付加保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 22年生 

住        所 ：  

         

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： ① 平成 21年９月 

         ② 平成 21年 11月 

私は、国民年金に加入したときから定額保険料と付加保険料を合わせて納

期限に遅れないよう納付してきたにもかかわらず、申立期間①及び②の２か

月だけ、付加保険料が未納と記録されていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付したことを証する「領収

（納付受託）済通知書」（納付書の一部）がＡ金融機関Ｂ事業所に保管されて

おり、同通知書によると、申立期間①に係る保険料が、平成 21年 11月４日に

発行された平成 21 年度の定額保険料月額を額面とする納付書により、同月６

日に納付され、申立期間②に係る保険料が、22 年１月 28 日に発行された 21

年度の定額保険料月額を額面とする納付書により、同年２月１日に納付された

ことが確認でき、オンライン記録とも一致する。 

これらの納付書発行日及び保険料納付日は、いずれも本来の納付期限を過ぎ

ている上、申立期間当時、納付書には納付期限が記載され、その裏面には、「付

加保険料は納付期限を経過すると納められません。新たな納付書を発行します

ので、お近くの社会保険事務所までご連絡ください。」と記載されていたこと

から、申立人は、申立期間①及び②の保険料について、社会保険事務所（当時）

に新たな納付書の発行を求めたものと推認される。その場合、定額保険料のみ

の納付書の発行を受けることになることから、付加保険料は納付できなかった

ものと考えられる。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間①及び②の付加保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



広島国民年金 事案 1401 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 43年４月から 46年５月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 23年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 43年４月から 46年５月まで 

私は、20 歳になった時、国民年金に加入した。加入手続や国民年金保険

料の納付は母親が行い、領収書を見せられた記憶があるにもかかわらず、未

加入とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   国民年金手帳記号番号払出簿検索システム及びオンライン記録により申立

人の氏名検索を行ったが、申立人に対し国民年金手帳記号番号が払い出された

記録は見当たらない上、申立人が当時居住していたＡ町も、「当町の国民年金

の記録に申立人の記録は見当たらない。」としていることから、申立人は国民

年金に加入していないものと推認され、保険料を納付することはできない。 

また、申立人自身は、国民年金への加入手続及び保険料の納付に直接関与し

ておらず、申立期間当時、申立人の国民年金への加入手続及び保険料の納付を

行っていたとする申立人の母親は既に死亡していることから、申立期間に係る

加入手続及び保険料納付の状況については不明である。 

このほか、申立人の母親が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 

 



  

広島厚生年金 事案 2518 

 

第１ 委員会の結論  

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 大正 13年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： ① 昭和 30年頃から 33年頃まで 

         ② 昭和 47年４月１日から同年 11月１日まで         

    私は、申立期間①においてＡ社に勤務し、申立期間②においてＢ社に勤務

していたが、いずれも厚生年金保険の加入記録が無く、納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が勤務したとするＡ社及びＢ社は、オンライン記録によると、厚生年

金保険の適用事業所として記録されておらず、商業登記簿によってもその存在

を確認することができない。 

また、Ａ社と類似する名称の事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名

簿を確認したが、申立期間①において申立人の氏名並びに申立人が記憶する事

業主及び同僚の氏名は見当たらず、Ｂ社についても同様に確認したが、申立期

間②において申立人の氏名は見当たらない。 

さらに、申立人は、両事業所において勤務したことをうかがわせる資料を保

管しておらず、申立期間①及び②に係る雇用保険の加入記録も確認できない上

申立人が記憶する事業主及び同僚をオンライン記録から特定することはでき

ないことから、申立人の勤務実態を確認することができない。 

このほか、申立人が申立期間①及び②において厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情も見当

たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

、



  

広島厚生年金 事案 2519（事案 2173の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論  

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 大正 13年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 38年４月１日から 40年４月１日まで 

私は、申立期間においてＡ社に勤務していたにもかかわらず、厚生年金保    

険の加入記録が無く納得できないので、再調査の上、記録を訂正してほし

い。 

なお、勤務期間については、思い違いで１年前の昭和 37 年４月から 39

年３月までの２年間であったかもしれないので、そのことも考慮して調査し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

当初の申立てについては、勤務期間は特定できないものの、申立人がＡ社に

勤務していたことはうかがえるが、ⅰ）申立人の同僚から、申立人の勤務実態

を確認できなかったこと、ⅱ）事業主及び申立人が記憶している上司はいずれ

も特定できないことから、申立人の勤務実態及び厚生年金保険の適用状況を確

認できなかったこと等を理由として、既に当委員会の決定に基づき、平成 23

年７月 28日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

今回の再申立てに当たり、申立人は、申立期間には変更は無いとしながらも、

勤務期間は１年前の昭和37年４月から39年３月までの２年間であったかもし

れないので、そのことも考慮して調査してほしいとしているが、申立人から新

たな資料の提出等は無い。また、当該事業所の健康保険厚生年金保険被保険者

名簿を見ても、37年４月から 40年４月までの期間において、申立人の氏名は

見当たらず、健康保険の整理番号に欠番も無く、当該主張のみでは委員会の当

初の決定を変更すべき新たな事情と認めることはできない。 

このほか、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないこと

から、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

広島厚生年金 事案 2520 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 29年３月から 30年５月まで 

私は、昭和 29 年３月頃から約１年間、Ａ社でＢ等を運搬する仕事をして

いたが、日本年金機構からの厚生年金保険期間の回答書にはその記録が無か

ったので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申し立てたＡ社の名称では厚生年金保険の適用事業所としての記

録が見当たらないが、申立人が記憶する当時の会社の状況とＣ社の事業主の当

時の同社の状況についての供述が一致していることから、申立人は、Ａ社では

なく、Ｃ社の前身であるＤ社に勤務していた可能性がうかがわれる。 

 しかしながら、Ｃ社の事業主は、「申立期間当時の書類は残っていない。当

時の事情を知る歴代経営者である祖父母及び両親は既に死亡している。」と供

述している上、Ｄ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立期間

当時、被保険者であった３人に文書による照会をしたが、いずれも申立人のこ

とを記憶していないと回答していることから、申立人の勤務の実態及び厚生年

金保険料の控除について確認することができない。 

 また、上記の健康保険厚生年金保険被保険者名簿を確認したが、申立期間に

おいて、申立人の氏名は見当たらず、健康保険の整理番号に欠番も無い。 

このほか、申立人が申立期間において厚生年金保険料を事業主から控除され

ていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

  

  

  



  

広島厚生年金 事案 2523 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 26年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 45年４月１日から 51年７月 11日まで 

私は、申立期間にＡ社Ｂ工場及び同社Ｃ工場に勤務していたが、当該期間

の標準報酬月額の記録が、当時、支給されていた報酬額よりも低額になって

いるので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が、同期入社し、同じ業務をしていたとする同僚の標準報酬月額は

申立人の標準報酬月額と同水準であることがオンライン記録から確認できる

ほか、申立人と同学年で同じ年月日に被保険者資格を取得したＡ社Ｂ工場の同

僚 34人及び同社Ｃ工場の同僚 34人の標準報酬月額と比較しても、申立人の標

準報酬月額と同水準で推移していることがオンライン記録から確認できる。 

また、上述の同僚のうちの一人から提出された昭和 45 年５月分及び同年６

月分の給与明細書を見ると、同人のオンライン記録の標準報酬月額（申立人の

標準報酬月額の記録と同水準である。）に見合った厚生年金保険料が控除され

ていることが確認できる。 

さらに、申立人の申立期間に係る厚生年金保険被保険者原票及びＤ厚生年金

基金の加入員記録において、それぞれに記載された標準報酬月額は、オンライ

ン記録の標準報酬月額と一致していることが確認できる。 

このほか、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間について申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

、

 




